
 

 

 

2025年4月30日 

野村ホールディングス株式会社 

 

 

ディスクロージャー誌の一部訂正について 

 

 

2023年3月期のディスクロージャー誌について、以下のとおり訂正しましたのでお知らせします。  

 

「Ⅳ．最終指定親会社及びその子法人等の直近の二連結会計年度における財産の状況に関する事項 

７．連結自己資本規制に関する開示 第３章 定量的な開示事項 ３．その他定量的な開示事項 （１）主要

な指標」 （185ページ）  

 

「Ⅳ．最終指定親会社及びその子法人等の直近の二連結会計年度における財産の状況に関する事項 

８．連結流動性規制に関する開示 第３章 連結安定調達比率に関する定量的開示事項 及び 第４章 

連結安定調達比率に関する定性的開示事項」 （273～275ページ）  
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Ⅳ．最終指定親会社及びその子法人等の直近の二連結会計年度における財産の状況に関

する事項 

７．連結自己資本規制に関する開示 

第３章 定量的な開示事項 

３．その他定量的な開示事項 

（１）主要な指標 

KM１：主要な指標 
＜訂正前＞ 

     （単位：百万円、％） 

KM１：主要な指標 

国際様

式の該

当番号 

 

イ ロ ハ ニ ホ 

2023年３月期 
第４四半期 

2023年３月期 
第３四半期 

2023年３月期 
第２四半期 

2023年３月期 
第１四半期 

2022年３月期 
第４四半期 

連結安定調達比率 

18 利用可能安定調達額 15,971,165 15,323,658 15,736,865 15,024,604 14,338,537 

19 所要安定調達額 13,317,821 12,602,939 13,893,170 13,030,889 12,339,405 

20 連結安定調達比率 119.9% 121.5% 113.2% 115.2% 116.2% 

 

＜訂正後＞ 

     （単位：百万円、％） 

KM１：主要な指標 

国際様

式の該

当番号 

 

イ ロ ハ ニ ホ 

2023年３月期 
第４四半期 

2023年３月期 
第３四半期 

2023年３月期 
第２四半期 

2023年３月期 
第１四半期 

2022年３月期 
第４四半期 

連結安定調達比率 

18 利用可能安定調達額 15,971,165 15,323,658 15,736,865 15,024,604 14,338,537 

19 所要安定調達額 13,465,716 12,756,056 14,043,200 13,183,816 12,471,124 

20 連結安定調達比率 118.6% 120.1% 112.0% 113.9% 114.9% 

 

８．連結流動性規制に関する開示 

第３章 連結安定調達比率に関する定量的開示事項 
＜訂正前＞ 

（単位：百万円、％） 

項番  

当最終指定親会社四半期末 
(2023年３月末) 

前最終指定親会社四半期末 
(2022年 12月末) 

算入率考慮前金額 

算入率考慮
後金額 

算入率考慮前金額 

算入率考慮
後金額 

満期なし ６月未満 
６月以上 

１年未満 
１年以上 満期なし ６月未満 

６月以上 

１年未満 
１年以上 

17 
貸出金又はレポ形式の取引による資産及

び有価証券その他これに類するものの額 
2,453,640 18,618,767 1,936,368 4,786,316 8,316,918 2,438,382 20,609,967 1,760,766 4,467,086 7,873,536 

19  

うち、項番 18に含まれない金融機関

等への貸出金及びレポ形式の取引に

よる額 

1,057,192 6,066,778 966,839 2,172,601 3,830,705 1,093,442 5,836,939 1,091,044 2,014,002 3,688,324 

20  

うち、貸出金又はレポ形式の取引によ

る資産の額（項番 18、19及び 22に

該当する額を除く。） 

8,034 1,491,362 146,442 764,368 1,039,058 12,209 1,891,250 105,669 709,892 1,019,347 

33 所要安定調達額合計     13,317,821     12,602,939 

34 連結安定調達比率     119.9%     121.5% 

 

＜訂正後＞ 
（単位：百万円、％） 

項番  

当最終指定親会社四半期末 

(2023年３月末) 

前最終指定親会社四半期末 

(2022年 12月末) 

算入率考慮前金額 

算入率考慮
後金額 

算入率考慮前金額 

算入率考慮
後金額 

満期なし ６月未満 
６月以上 

１年未満 
１年以上 満期なし ６月未満 

６月以上 

１年未満 
１年以上 

17 
貸出金又はレポ形式の取引による資産及

び有価証券その他これに類するものの額 
2,453,640 18,618,767 1,936,368 4,786,316 8,464,813 2,438,382 20,609,967 1,760,766 4,467,086 8,026,653 
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19  

うち、項番 18に含まれない金融機関

等への貸出金及びレポ形式の取引に

よる額 

934,445 5,852,708 684,058 2,086,245 3,552,435 980,110 5,600,345 821,921 1,953,846 3,441,117 

20  

うち、貸出金又はレポ形式の取引によ

る資産の額（項番 18、19及び 22に該

当する額を除く。） 

130,782 1,705,432 429,223 850,725 1,465,221 125,541 2,127,844 374,792 770,048 1,419,670 

33 所要安定調達額合計     13,465,716     12,756,056 

34 連結安定調達比率     118.6%     120.1% 

 

第４章 連結安定調達比率に関する定性的開示事項 
＜訂正前＞ 

１．時系列における連結安定調達比率の変動に関する事項 

会社グループの第４四半期連結会計期末の利用可能安定調達額合計は前四半期比 6,475億 6百万円

増の 15兆 9,711億 65百万円、所要安定調達額合計は同 7,148億 82百万円増の 13兆 3,178億 21百

万円となりました。ホールセール資金調達における利用可能安定調達額が同 5,898億 98百万円増の 11

兆 6,987億 50百万円、貸出金又はレポ形式の取引による資産及び有価証券その他これに類するものの額

における所要安定調達額が同 4,433億 83百万円増の 8兆 3,169億 18百万円、その他の資産等におけ

る所要安定調達額が同 1,547億 47百万円増の 2兆 9,978億 68百万円となりました。 

 この結果、会社グループの第４四半期連結会計期末における連結安定調達比率は、119.9％となりました。 

＜訂正後＞ 
１．時系列における連結安定調達比率の変動に関する事項 

 会社グループの第４四半期連結会計期末の利用可能安定調達額合計は前四半期比 6,475億 6百万円

増の 15兆 9,711億 65百万円、所要安定調達額合計は同 7,096億 59百万円増の 13兆 4,657億 16百

万円となりました。ホールセール資金調達における利用可能安定調達額が同 5,898億 98百万円増の 11

兆 6,987億 50百万円、貸出金又はレポ形式 の取引による資産及び有価証券その他これに類するものの

額における所要安定調達額が同 4,381億 60百万円増の 8 兆 4,648億 13百万円、その他の資産等にお

ける所要安定調達額が同 1,547億 47百万円増の 2兆 9,978億 68百万円となりました。  

この結果、会社グループの第４四半期連結会計期末における連結安定調達比率は、118.6％となりまし

た。   

以上 


